
      
 

平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ２ ９ 日 

土地・建設産業局建設業課 

 

建設業法令遵守ガイドラインを改訂 
～下請代金の支払手段に係る項目を追加～ 

 

政府は、野上内閣官房副長官を議長とする「下請等中小企業の取引条件改善に関する関係府

省等連絡会議」を中心として、５０年ぶりに下請代金の支払についての通達を見直すなど、中

小企業の取引条件の改善を進めているところです。 

国土交通省では、平成１９年６月に、建設企業が遵守すべき元請負人と下請負人の取引のル

ールとして「建設業法令遵守ガイドライン－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」（以

下「ガイドライン」という。）を策定し、その周知に努めてきました。 

今般、政府における取引条件の改善の動きを踏まえ、ガイドラインを改訂しましたので、お

知らせします。 

 

＜改訂の概要＞ 

○下請代金の支払手段について項目を追加 

下請中小企業振興法に基づく振興基準等の改正を踏まえ、下請代金の支払手段に係る  

項目を追加し、下記内容について明記。 

① 下請代金はできる限り現金払い 

② 手形等による場合は、割引料を下請事業者に負担させることがないよう、下請代金の    

額を十分協議 

③ 手形期間は１２０日を超えてはならないことは当然として、将来的に６０日以内とする 

よう努力 

 

○違反行為事例の充実 

立入検査で多く見られる違反（のおそれのある）行為事例を追加。 

 

○関係法令の改正への対応 

平成２８年６月１日施行の建設業法施行令の改正内容を反映させるため、帳簿の添付書

類である施工体制台帳等の作成金額要件について改正。 

 

※詳細は、別添をご参照ください。 

 

                

 

問い合わせ先 

国土交通省土地・建設産業局建設業課 赤羽、鈴木 

ＴＥＬ：(03） 5253-8111 (内線 24715、24718) 直通： (03) 5253-8362 

ＦＡＸ：(03)5253-1553 


